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事業の実施状況（令和５年度の状況） 
事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業の区分 
Ⅰ-1地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

事業名 【医療分No.1】 

医療機能分化・連携推進事業 

【総事業費】 

5,785千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

 

事業の実施主体 栃木県（①は民間事業者に委託、②は栃木県医師会に委託） 

事業の期間 令和５年度 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域医療構想において必要となる機能区分ごとの病床を確保するため、地

域医療構想調整会議における議論を一層活性化させ、病床の機能転換等を

推進する必要がある。 

アウトカム指標 

令和５年度における病床整備目標（過年度計画を含めた区分Ⅰ－１事業全体） 

・回復期病床  1,787床（R3.7.1）→2,325床（R6.7.1） 

・急性期病床等 15,258床（R3.7.1）→14,083床（R6.7.1） 

事業の内容 

（当初計画） 

① 病床の機能分化・連携の必要性について地域住民の理解を得るための

啓発に対する支援 

② 回復期病床への機能転換に必要な施設の整備に対する支援 

③ 回復期病床への機能転換に必要な設備の整備及びそれに付帯して行わ

れるスタッフ（理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士）の新規雇用

に対する支援 

④ 回復期以外の病床等の 用途
コンバー

変更
ジ ョ ン

に必要な施設及び設備の整備に対す

る支援 

⑤ 回復期への機能転換に向けた経営診断（収支分析）に係る経費の支援 

⑥ 地域医療構想の達成に向けて医療機関の経営戦略の見直しを具体化す

るための医療データ活用セミナーの開催 

⑦ 地域医療構想調整会議の議長等を対象とする研修会の開催 

⑧ 地域医療構想の達成に向けた地域医療構想アドバイザーの活動支援 

複数の医療機関で再編統 合や機能転換等に取り組むための計画策定

及び施設設備整備に要する経費の支援 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

① 県民理解に係るセミナーを開催する医療機関等 15施設 

② 回復期転換に係る施設整備 ２施設 

③ 回復期転換に係る設備整備及びスタッフの雇用支援 ３施設 

④ 病床削減を伴う用途変更に係る施設・設備整備 ５施設 

⑤ 経営診断 ３施設 

⑥ セミナー開催 １回 

⑦ 研修会の開催 １回 

⑧ 地域医療構想会議の開催回数  医療圏ごとに年４回 

⑨ 計画策定又は施設設備整備 ３施設 

アウトプット指標 

（達成値） 

① 県民理解に係るセミナーを開催する医療機関等 １施設 

② 回復期転換に係る施設整備 １施設 
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③ 回復期転換に係る設備整備及びスタッフの雇用支援 ２施設 

④ 病床削減を伴う用途変更に係る施設・設備整備 ６施設 

⑤ 経営診断 ０施設 

⑥ セミナー開催 １回 

⑦ 研修会の開催 １回 

⑧ 地域医療構想会議の開催回数  医療圏ごとに年４回 

⑨ 計画策定又は施設設備整備 １施設 

事業の有効性・効率

性 

・回復期病床  

1,478床（H29.7.1）→  1,949床（R5.7.1） 

・急性期病床等  

15,681床（H29.7.1）→ 14,638床（R5.7.1） 

(1) 事業の有効性 

本事業により、令和３～５年度において回復期病床が１施設56床整備さ

れるとともに、令和４～５年度において６施設で回復期以外の病床259床が

用途変更（削減）され、地域医療構想の達成に向けて一定程度効果があっ

た。 

回復期病床への転換には、医療機関の経営判断も伴い、中長期的な収益

が見込めないと転換に踏み切れないこともあり、目標とするペースでの転

換は進まなかった。 

また、住民理解のための説明会の実施については、令和５年度において

１施設の実績があったが、アウトプット指標達成に向けて、制度の周知や

医療機関の地域医療構想への理解促進が必要となる。 

医療機関への経営診断の支援についても、周知に課題があると考えてい

る。 

今後は、引き続き、現行の取組を継続し、地域医療構想調整会議の場な

どで回復期への機能転換や住民理解のための説明会開催の支援などについ

て、医療機関との情報共有を図り、着実に取組を推進していく。 

 

(2) 事業の効率性 

地域医療構想調整会議において医療機関ごとに事業実施の合意を得てお

り、真に必要な整備に限定して実施している。また、施設整備又は設備整

備に当たって、各医療機関において入札・見積合わせを実施することによ

り、コストの低下を図っている。 

その他  
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.３】 

在宅医療提供体制確保事業 

【総事業費】 

283千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

 

事業の実施主体 ①在宅医療において積極的な役割を担う医療機関 

②栃木県（栃木県医師会に委託） 

③栃木県看護協会 

④郡市医師会 

事業の期間 令和５年度 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢化の進展や地域医療構想による病床の機能分化・連携により生じる在

宅医療の需要に対応するため、在宅医療提供体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標： 

・訪問診療を実施する診療所、病院数 

280施設(R3) → 280施設(R5) 

・訪問看護ステーションに勤務する看護職員数(常勤換算・65 歳以上人口 10 万

対） 

138人(R3) → 167人(R6.3.31) 

・訪問歯科診療を実施する歯科診療所数 

236 施設(R3) → 287 施設(R5) 

・訪問薬剤指導を実施する薬局数 

293施設(R5.1) → 317施設(R6.3) 

・在宅ターミナルケアを受けた患者数 

173 人／月(R3) → 185 人／月(R5) 

・介護支援連携指導を受けた患者数 

324人／月(R3) → 609人／月(R5) 

事業の内容 

（当初計画） 

①在宅医療設備整備支援事業 

・在宅医療の充実強化に寄与する医療機関に対して、訪問診療、訪問歯

科診療等に要する設備整備費を補助する。 

②在宅医療連携体制強化研修開催事業 

・在宅医療提供体制の強化や質の向上を図るための在宅医療の機能別研

修会や医療的ケアのスキル向上研修会を開催する。 

③在宅医療地域連携体制構築事業 

・継続的な医療提供体制の構築に向けた委員会の設置、人材育成のため

の研修会及び医療・介護相互理解促進のための交流会の開催など、入

院医療機関と在宅医療関係機関による退院調整や急変時の入院受入の

整備に向けた取組を補助する。 

④在宅医機能強化支援事業 

・在宅医療に携わる医師の確保を図るための研修会や病院、診療所それぞ

れの在宅医療における役割分担や協力体制を構築するための連絡会の開

催に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 ①在宅医療の設備整備を行う医療機関数：12施設 
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（当初の目標値） ②在宅医療連携体制強化研修の受講者数：250名 

③在宅医療地域連携体制構築に係る研修会を行う看護協会地区支部数： 

７支部（全支部） 

④在宅医療医師向け研修会及び病診連絡会を行う郡市医師会数： 

６郡市医師会（全二次保健医療圏） 

アウトプット指標 

（達成値） 

①在宅医療の設備整備を行う医療機関数：15施設 

②在宅医療連携体制強化研修の受講者数：402名 

③在宅医療地域連携体制構築に係る研修会を行う看護協会地区支部数： 

６支部 

④在宅医療医師向け研修会及び病診連絡会を行う郡市医師会数： 

３郡市医師会 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・訪問診療を実施する診療所、病院数 

280施設(R3) → 未確認(R5)（※１） 

・訪問看護ステーションに勤務する看護職員数(常勤換算・65歳以上人口10万対） 

138人(R3) → 未確認 (R6.3.31)（※２） 

・訪問歯科診療を実施する歯科診療所数 

236施設(R3) → 未確認(R5)（※３） 

・訪問薬剤指導を実施する薬局数 

293施設(R5.1) → 355施設(R6.3) 

・在宅ターミナルケアを受けた患者数 

173人／月(R3) → 未確認(R5)（※４） 

・介護支援連携指導を受けた患者数 

324人／月(R3) → 未確認(R5)（※５） 

 ※１ＮＤＢデータが公表されていないため、訪問診療を実施する診療所、

病院数は確認できなかった。 

   代替指標として、在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病院の届出

施設数は、以下のとおり推移している。 

   159施設（R5.4月） → 167施設（R6.4月） 

 ※２65歳以上人口が公表されていないため、訪問看護ステーションに勤

務する看護職員数(常勤換算・65歳以上人口10万対)は確認できなかっ

た。 

   代替指標として、訪問看護ステーションに勤務する看護職員数は、

以下のとおり推移している。 

   947.9人（R5.4月） → 1103.8人（R6.4月） 

※３ＮＤＢデータが公表されていないため、訪問歯科診療を実施する歯

科診療所数は確認できなかった。 

   代替指標として、在宅療養支援歯科診療所の届出施設数は、以下の

とおり推移している。 

   70施設（R5.4月） → 70施設（R6.4月） 

※４ＮＤＢデータが公表されていないため、在宅ターミナルケアを受け

た患者数は確認できなかった。 

   代替指標として、県民の人生会議（ＡＣＰ）認知度は、以下のとおり

推移している。 

   20.9％（H30.8月） → 21.4％（R4.6月） 

 ※５ＮＤＢデータが公表されていないため、介護支援連携指導を受けた

患者数は確認できなかった。 

   代替指標として、保険者機能強化推進交付金（在宅医療・介護連携
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分野）の取組状況における各市町の集計結果は以下のとおりである。 

   89.2％（R4） → 94.6％（R5） 

(1) 事業の有効性 

 医療・介護従事者等を対象とした在宅医療に係る研修を実施したことで、

多職種の在宅医療に関する理解が深まり、在宅療養支援歯科診療所の届出

施設数や訪問薬剤指導を実施する薬局数が増加したほか、入院医療機関と

在宅医療関係機関による退院調整や急変時の入院受入の整備に向けた取組

を補助したことで、円滑な入退院が促進されるなど、県内の在宅医療・介

護連携の取組が進んだ。 

 一方、在宅医療医師向け研修会及び病診連絡会を行う郡市医師会数が、

当初目標である６に届かなかったが、これは５月に第五類に移行したもの

の新型コロナウイルス感染症の影響が残り、各郡市医師会に実施の余裕が

なかったものと思われる。より効果的な事業となるよう、引き続き各郡市

医師会に事業の啓発を進めていく。 

(2) 事業の効率性 

 一部の研修会等をWEB開催とし、開催準備の簡素化に加え、研修受講者の

利便性が向上し、より多くの医療・介護従事者の参加につながった。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.５】 

訪問看護提供体制確保事業 

【総事業費】 

4,756千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

 

事業の実施主体 ①訪問看護ステーション事業者 

②栃木県（一部、訪問看護ステーション事業者に委託） 

③、④栃木県（栃木県訪問看護ステーション協議会に委託） 

事業の期間 令和５年度 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

訪問看護は在宅医療を実施する上で重要な資源であるが、栃木県の「人口

10万人当たりの訪問看護ステーション数」及び「人口10万人当たりの訪問

看護職員数」は全国下位の状況が続いている。そこで、今後見込まれる在

宅医療の需要増大に備えるため、訪問看護提供体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標： 

・訪問看護ステーションに勤務する看護職員数(常勤換算・65歳以上人口10万対） 

138人(R3) → 167人(R6.3.31) 

事業の内容 

（当初計画） 

①訪問看護ステーション設備整備支援事業 

・訪問看護ステーション等の新設に係る設備整備費を補助する。 

・既存の訪問看護ステーションが機能強化型訪問看護管理療養費Ⅰ又は

Ⅱを取得するために必要な設備整備費を補助する。 

②訪問看護教育ステーション事業 

・身近な地域に訪問看護教育ステーションを設置し、職場体験研修や相

談対応、勉強会等を開催する。 

③訪問看護普及啓発事業 

・医療介護関係者や看護学生、県民等を対象に訪問看護における医療的

ケアの効果や有用性、介護との違い等に関する普及啓発を実施する。 

④訪問看護ステーションサポート事業 

・訪問看護事業所の経営能力強化や運営安定化を図るための研修会を開

催するほか、経営コンサルテーションを実施する。 

・集合研修への参加が困難な訪問看護師向けに、訪問看護事例等を収め

た研修動画を制作し、オンデマンド配信する。 

・事業所職員の育成や組織作り等に関するマニュアル等作成のための検

討会を開催する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

①設備整備支援事業により新設又は大規模化する施設数：７施設 

②教育ステーションの設置数：６箇所（全二次保健医療圏） 

③訪問看護普及啓発のための普及啓発活動の実施数：３回 

④経営能力強化・運営安定化を図るための研修会の参加者数：167人 

経営相談窓口の利用事業所数：29事業所（R４年度新規開設事業所数） 

アウトプット指標 

（達成値） 

①設備整備支援事業により新設又は大規模化する施設数：３施設 

②教育ステーションの設置数：６箇所（全二次保健医療圏） 

③訪問看護普及啓発のための普及啓発活動の実施数：12回 

④経営能力強化・運営安定化を図るための研修会の参加者数：95人 

経営相談窓口の利用事業所数：９事業所 

事業の有効性・効率 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 
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性 ・訪問看護ステーションに勤務する看護職員数(常勤換算・65歳以上人口10万対) 

138人(R3) →未確認 (R6.3.31)（※１） 

 ※１65歳以上人口が公表されていないため、訪問看護ステーションに勤

務する看護職員数(常勤換算・65歳以上人口10万対)は確認できなかっ

た。 

   代替指標として、訪問看護ステーションに勤務する看護職員（常勤

換算）数は、以下のとおり推移している。 

   947.9人（R5.4月） → 1103.8人（R6.4月） 

(1) 事業の有効性 

 本事業において、訪問看護ステーションの新規開設や大規模化の支援、

各二次保健医療圏域での訪問看護教育ステーションでの体験・研修や多職

種研修、管理者による会議等を幅広く実施したことにより、訪問看護ステー

ション数及び訪問看護ステーションに勤務する看護職員数（常勤換算数）

が増加するなど、訪問看護提供体制の確保につながった。しかし、新規開

設する際の補助対象となる市町が限られていることから、想定していた申

請数より少なく、目標の達成には至らなかった。 

(2) 事業の効率性 

 本事業の委託先を、各二次保健医療圏域において訪問看護に係る幅広い

経験や実績を有する訪問看護ステーションにしたことで、事業の実施や周

知を効率的に行うことができた。 

その他  
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事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護分 No.１】 

栃木県介護施設等整備事業 

【総事業費(令和５年度実績)】 

99,924 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和３年度～令和５年度 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 

令和５(2023)年度末における施設・居住系サービスの入所定員総数 

20,654 人 

事業の内容 

（当初計画） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

認知症高齢者グループホーム         54 床（３箇所） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所     １箇所 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③介護施設等の新型コロナウイルス感染防止対策に対して支援を行う。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業支援計画等に

おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・認知症高齢者グループホーム： 

2,448 床（182 箇所）→ 2,502 床（185 箇所）  

・看護小規模多機能型居宅介護事業所：７箇所 → ８箇所 

アウトプット指標 

（達成値） 

・認知症高齢者グループホーム： 

2,448 床（182 箇所）→2,466 床（183 箇所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所：７箇所 → ８箇所 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

施設・居住系サービスの入所定員総数 19,946 人 

☐観察できなかった 

☑観察できた 

 ⇒ 指標：19,157 人から 19,837 人に増加した。 

(1) 事業の有効性 

介護施設等の整備により、施設・居住系サービスの入所定員総数が 19,157

人から 19,837 人に増加し、高齢者が地域において、安心して生活できる体

制の構築が図られた。 

(2) 事業の効率性 

調達方法や手続について行政の手法を紹介することで一定の共通認識のも

とで施設整備を行い、調達の効率化が図られた。 

その他  
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.11】 

医師確保推進事業 

【総事業費】 

5,176千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

 

事業の実施主体 栃木県（とちぎ地域医療支援センター、一部民間事業者に委託） 

事業の期間 令和５年度 

☑継続 ／□終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

本県の医師偏在指標は全国31位となり、医師少数都道府県を脱したが、依

然として医師の不足の課題があり、医師の確保を図る必要がある。 

なお、本県の２次医療圏のうち、３つの医療圏が医師少数区域に相当して

おり、医師の地域偏在解消にも取り組む必要がある。 

アウトカム指標：県内病院に勤務する常勤医師数（栃木県調査）※速報値 

3,174人（R5.4.1）→3,122.6人（R6.4.1） 

《内訳》 

県北医療圏（医師少数） 384人→ 390人 

県西医療圏（医師少数） 165人→ 156人 

両毛医療圏（医師少数） 309人→ 312人 

宇都宮医療圏（中間）  619人→ 641人 

県東医療圏（中間）    97人→ 100人 

県南医療圏（医師多数）1,600人→ 1524人 

事業の内容 

（当初計画） 

① 栃木県地域医療対策協議会の開催（医師確保に関する協議等） 

② とちぎ地域医療支援センターの運営（地域枠医師等のキャリア形成支

及び配置調整、医師確保に係る総合企画） 

③ 医師修学資金貸与事業による医師の養成 

④ 無料職業紹介事業（病院見学経費の助成） 

⑤ 臨床研修医確保のための合同説明会出展 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

① 栃木県地域医療対策協議会の開催回数：３回 

② 地域枠医師等の派遣者数：66名 

③ 地域枠医師等の養成数：81名 

④ 支援件数：５件 

⑤ 合同説明会への出展回数：２回 

アウトプット指標 

（達成値） 

① 栃木県地域医療対策協議会の開催回数：４回 

② 地域枠医師等の派遣者数（キャリア形成プログラム適用対象者）：115名 

③ 地域枠医師等の養成数（卒前支援プラン適用対象者）：98名 

④ 支援件数：３件 

⑤ 合同説明会への出展回数：２回 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・県内病院に勤務する医師数（常勤）※速報値 

R5.4.1→R6.4.1 

・県全体   3,174人 → 3,123人 （51人） 

〔内訳〕 

・県北医療圏（医師少数）   384人 →   390人（６人） 

・県西医療圏（医師少数）  165人 →    156人（-９人） 

・両毛医療圏（医師少数）   309人 →    312人（３人） 
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・宇都宮医療圏（中間）    619人 →    641人（22人） 

・県東医療圏（中間）    97人 →   100人（３人） 

・県南医療圏（医師多数） 1,600人 →  1524人（-76人） 

(1) 事業の有効性 

令和６年４月１日時点の県内病院の常勤医師数について、医師多数区域

では減少している一方、医師少数区域では概ね増加していることから、県

内の医師偏在の解消が進んでいると考える。なお、人口10万対医療施設従

事医師数は、県全体で236.9人（2020年）から248.4人（2022年）に増加して

いる。 

地域医療支援センターが主体となり、県内の大学及び医療機関と連携し

ながら、医学生から専攻医までキャリアステージに応じた医師確保に関す

る取組を総合的に実施することにより、医師の確保及び定着に直接的な効

果があったものと考える。 

 (2) 事業の効率性 

地域医療対策協議会の開催を含め、関係団体・機関と連携・協力しなが

ら施策を進めることで、必要かつ効果的な事業に限って実施している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.16】 

新人看護職員応援研修事業 

【総事業費】 

9千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

 

事業の実施主体 ① 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

② 医療機関 

事業の期間 令和５年度 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制を充実させるため、各医療

機能に対応できる看護師の育成・確保が必要である。 

アウトカム指標：看護職員の離職率 

10.7％（R3年度）→9.3％（R5年度） 

事業の内容 

（当初計画） 

① 新人看護職員、教育担当者、実地指導者及び就業後２～３年目の看護

職員を対象とした研修を実施する。 

② 医療機関が実施する新人看護職員への研修に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

① 研修受講者数（実人数） 

多施設合同研修：120人 教育担当者研修：60人 

実地指導者研修：60人 レベルアップ研修：60人 

② 支援施設数：29病院 

アウトプット指標 

（達成値） 

① 研修受講者数（実人数） 

多施設合同研修：567人  研修担当者研修：47人 

実地指導者研修：43人   レベルアップ研修：233人 

② 支援施設数：26病院 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

看護職員の離職率は、日本看護協会が実施する病院看護事態調査結果が

公表されていないため、観察できなかった。（直近の実績：R4年度11.3％） 

代替指標として看護職員の離職に関する調査（栃木県看護協会）におけ

る栃木県内の看護職員の離職者数は以下のとおりである。 

1,289人（R3.4～R4.3）→1,228人（R5.4～R6.3） 

(1) 事業の有効性 

アウトカム指標は未確認であるが、職場等への適応促進及びモチベーショ

ンの向上など新人看護職員の資質向上が図られ、離職防止に一定の効果が

あったものと考える。また、感染症の長引く影響もあり、一部受講者数が

達成値を下回ったが、新人看護職員の実地指導者のスキル向上を図ること

により、各施設における教育研究体制の充実や看護職員が定着しやすい職

場環境の整備が期待され、今後の離職防止につながるものと考える。 

(2) 事業の効率性 

県内全域において看護職員に対する研修運営実績のある栃木県看護協会

へ研修事業を委託することにより、効率的に実施できた。 

その他  
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事業の区分 １．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.18】 

認定看護師養成支援等事業 

【総事業費】 

2千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

 

事業の実施主体 医療機関、訪問看護ステーション 

事業の期間 令和５年度 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

医療の高度化・専門化が進む中、安心で質の高い医療サービスを提供する

ため、高水準の知識や技術を有する認定看護師及び特定行為研修修了者を

養成・確保し、質の高い医療提供体制整備を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

・県内認定看護師数 

285人（R5.3月）→297人（R5年度） 

・特定行為研修修了者のうち県内就業者数 

75人（R5.2月）→ 93人（R5年度） 

事業の内容 

（当初計画） 

認定看護師及び特定行為研修の受講に要する経費を補助する。 

 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

・認定看護師に係る補助人数：12人 

・特定行為研修に係る補助人数：42 人（共通 24人、区分別 18 人） 

アウトプット指標 

（達成値） 

・認定看護師に係る補助人数  11人 

・特定行為研修に係る補助人数  12 人（共通５人、区分別５人、指導者講

習２人） 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・県内認定看護師数:303人（R5年12月） 

・特定行為研修修了者のうち県内就業者数：R5年度の数値は厚生労働省が

公表していないため観察できなかったが、代替指標は以下のとおりであっ

た。75人（R5年1月）→95人（R6年2月） 

(1) 事業の有効性 

 アウトカム指標は一部確認できなかったが、医療機関等が認定看護師及

び特定行為研修に看護師を派遣することによりキャリアアップの支援につ

ながっているとともに医療提供体制の整備が図られた。引き続き、在宅医

療の推進やチーム医療の促進のための取組として受講者の増加を図ること

が課題である。補助人数は目標値を達成していないが、医療機関における

新型コロナウイルス感染症対策優先の対応が５類移行後も継続しており、

受講数に影響があったと考えられる。看護協会等と連携し医療機関への理

解促進を引き続き図っていく。 

(2) 事業の効率性 

 医療機関等へ補助することにより、研修修了後に各現場で活躍しやすい

環境整備や計画的な人材育成が組織的かつ効率的に行われた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.23】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】 

1,141千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 看護師養成所、准看護師養成所、助産師養成所 

事業の期間 令和５年度 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制の充実に向けて、各医療機

能に対応できる看護師を育成・確保するためには、看護師等養成所の安定

的な運営及び看護基礎教育の充実等を図り、県内就業看護師の増加及び資

質の向上につなげていく必要がある。 

看護師等准看護師成所卒業生の県内定着率 

68％（R4年度）→ 70％（R5年度） 

事業の内容 

（当初計画） 

県内の看護師等養成所に対する運営費を補助する。 

（補助基準額＋県内定着率加算＋資格試験合格率加算） 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

支援養成所数 15校 

アウトプット指標 

（達成値） 

支援養成所数 14校 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

看護師等養成所卒業生の県内定着率 

68.2％（R4年度）→ 61.1％（R5年度） 

(1) 事業の有効性 

 試験合格率の低下や県外の附属病院への就業者が多かったことの影響が

大きく、アウトカム指標は未達成という結果となった。しかし県内定着率

60％以上を達成することが出来たため、一定程度事業の有効性が示された

と考えられる。 

(2) 事業の効率性 

 R1年度より資格試験合格率に応じた加算率を設けたことにより、各養成

所の取組の効率的評価につながった。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.24】 

医療勤務環境改善推進事業 

【総事業費】 

6,776千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ① 栃木県（栃木県医師会に委託） 

② 勤務環境改善計画に基づく勤務環境改善を行う医療機関 

事業の期間 令和５年度 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

医師や看護師を始め医療従事者の不足が深刻化しており、県内定着の促進、

再就業の促進、離職防止等の対策が喫緊の課題となっている。また、長時

間労働や当直、夜勤・交代制勤務等厳しい勤務環境にある医師や看護職等

が健康で安心して働くことができる環境整備も喫緊の課題となっている。 

アウトカム指標： 

・県内病院に勤務する医師数（常勤） 

3,129人（R4.4.1）→ 3,209人（R6.4.1） 

・看護職員の離職率 

10,1％（R2年度）→ 9.3％（R5年度） 

事業の内容 

（当初計画） 

① とちぎ医療勤務環境改善支援センターの運営 

② 勤務環境改善計画の推進のために必要と認められる施設・設備整備に

要する経費への補助 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

勤務環境改善計画に基づく勤務環境改善を行う施設数 ３施設 

アウトプット指標 

（達成値） 

勤務環境改善計画に基づく勤務環境改善を行う施設数 ０施設 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

・県内病院に勤務する医師数（常勤） 

3,129人（R4.4.1） → 3,123人（R6.4.1） 

・看護職員の離職率は、日本看護協会が実施する病院看護事態調査結果が

公表されていないため、観察できなかった。（直近の実績：R4年度11.3％） 

代替指標として看護職員の離職に関する調査（栃木県看護協会）におけ

る栃木県内の看護職員の離職者数は以下のとおりである。 

1,289人（R3.4～R4.3）→1,228人（R5.4～R6.3） 

(1)事業の有効性 

医師数については、アウトカム指標の目標を下回ったが、令和６年４月

１日時点の県内病院の常勤医師数について、医師多数区域では減少してい

る一方、医師少数区域では概ね増加していることから、県内の医師偏在の

解消が進んでいると考える。なお、人口10万対医療施設従事医師数は、県

全体で236.9人（2020年）から248.4人（2022年）に増加している。 

一方で、アウトプット指標については、施設・設備整備に要する経費への

補助事業が医療勤務環境改善マネジメントシステムに基づく改善計画の策

定を必須としており、新型コロナウイルス感染症の感染拡大への対応を医

療機関が優先した結果、計画の策定が困難であったことが指標未達成の主

要因と考えられる。 

しかしながら、とちぎ医療勤務環境改善支援センターが行う相談支援事

業や管理者向けセミナーの開催等により、医療従事者の健康の確保及び働

きやすさの向上等が図られ、医療従事者の確保・離職対策に一定の効果は
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あったものと考える。 

 基金区分Ⅵを活用した「勤務医の労働時間短縮に向けた体制整備に係る

補助金」の対象外となる医療機関向けに必要な事業と捉えており、とちぎ

医療勤務環境改善支援センターの運営を委託する栃木県医師会と連携して、

各種計画策定時の支援を強化し、目標の達成を図っていくこととする。 

(2) 事業の効率性 

 とちぎ医療勤務環境改善支援センターの運営を委託する栃木県医師会と

積極的に連携を図った。 

その他  
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事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【介護分 No.１】 

社会福祉施設新任職員研修事業 

【総事業費(令和５年度実績)】 

117 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和５（2023）年度 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

エルダー・メンター制度を充実させることにより、新人介護職員等の早期

離職防止と先輩職員のマネジメント技術の向上を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者の離職率の低下 

事業の内容 

（当初計画） 

介護事業所等新任職員を対象とした先輩職員等との交流を通して職員とし

ての心構えの理解や仕事の悩み等の共有・解消を図る研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

研修参加者：100 人 

アウトプット指標 

（達成値） 

研修参加者：106 人 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

本研修の実施により、新任職員と先輩職員及び同期職員との関係構築を促

し、新任職員の職場定着に繋がった。 

(1) 事業の有効性 

先輩職員や同期職員との交流により、職員としての心構えを理解するとと

もに、仕事の悩み等の共有・解消を図れた。 

(2) 事業の効率性 

研修を専門的に実施している福祉人材・研修センターに事業を委託し、研

修のノウハウを生かして効率的に実施できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【介護分 No.２】 

社会福祉施設長研修事業 

【総事業費（令和５年度実績）】 

       85 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 
栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和５（2023）年度 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

離職率が高い介護業界において、介護事業所等自らがキャリアパスの構築

や職場環境の改善に取り組む環境の整備が必要である。 

アウトカム指標： 

介護施設等の管理者が、組織管理や人材育成に関するマネジメントのあり

方や労働関係法規等についての理解を深め、職員が働きがいを感じながら、

安心して働き続けられる環境整備を促進する。 

事業の内容 

（当初計画） 

職員が安心して働き続けられる環境整備を促進するため、組織管理や人材

育成に係るマネジメントや労働環境のあり方などを研修テーマとして、社

会福祉施設長研修を実施する。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

研修参加者：70人 

アウトプット指標 

（達成値） 

研修参加者：50人 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

研修により、社会福祉施設の管理者としてリーダーシップを発揮するため

に必要な資質の向上につなげた。 

(1) 事業の有効性 

・管理者向けの研修を実施することにより、介護事業者の雇用管理改善に

寄与した。 

(2) 事業の効率性 

・研修を専門的に実施している福祉人材・研修センターに事業を委託し、

研修のノウハウを生かして効率的に実施できた。 

その他  

 

 


